
様式第１号（第 4 関係） 

 

  年    月   日 

 

東 京 都 知 事  殿 

                                                                               

      事業実施主体の所在地 

      名称及び代表者氏名                      印 

 

 

令和５年度特定家畜伝染病侵入防止対策（令和 5 年度 

高病原性鳥インフルエンザ緊急対策）事業費補助金交付申請書 

                                                                         

 

 令和５年度において、下記のとおり事業を実施したいので、令和５年度特定家畜伝染病侵

入防止対策（令和 5 年度高病原性鳥インフルエンザ緊急対策）事業費補助金要綱第４の規定

により、補助金            円の交付を申請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



記 

１ 事業の目的及び内容 

別添１のとおり。 

 

２ 経費の内訳 

事業の内容 事業量等 
事業費（Ａ）+

（Ｂ） 

負担区分 
備考 

都補助金
（Ａ） 

自己負担額
（Ｂ） 

１ 野生動物等からの病原体の

侵入防止のための設備の整

備 

 

円 

 

円 

 

円 

  

小  計      

２ 病原体の持込防止のための

設備の整備 
     

小  計      

３ 衛生管理区域の衛生状態

の確保のための設備の整備 
     

小  計      

４ その他、高病原性鳥インフ

ルエンザの侵入を防止する

ための取組 

 

 
    

小  計      

5 制限区域の家きん卵滞留防

止への取組 
     

小  計      

合    計      

３ 事業完了予定年月日 

    年    月    日 

４ 添付資料 

（１）経費の積算の根拠となる資料（見積書、カタログ等） 

（２）施設の整備等の場合は、現状写真、仕様書及び図面等 

（３）その他、知事が必要と認めるもの 



 

令和５年度特定家畜伝染病侵入防止対策（令和５年度高病原性鳥インフルエンザ緊急対策） 

事業実施（計画・報告）書 

１ 事業の目的 

２ 事業の内容 

注１）設備等整備の内容にあわせて表の列を適宜増減するか、別紙として同様の表を添付すること。 

（１）野生動物等からの病原体の侵入防止のための設備の整備 

種類 内容 実施方法 備 考 

    

※種類欄には特定家畜伝染病侵入防止対策事業実施要領第３（１）アの該当する番号を記入 

（２）病原体の持込防止のための設備の整備 

種類 内容 実施方法 備 考 

    

※種類欄には特定家畜伝染病侵入防止対策事業実施要領第３（１）イの該当する番号を記入 

（３）衛生管理区域の衛生状態の確保のための設備の整備 

種類 内容 実施方法 備 考 

    

※種類欄には特定家畜伝染病侵入防止対策事業実施要領第３（１）ウの該当する番号を記入 

（４）その他、高病原性鳥インフルエンザの侵入を防止するための取組 

内容 実施方法 備 考 

   

 

（5）制限区域の家きん卵滞留防止への取組 

内容 実施方法 備 考 

   

 

 

 

 

別添１（様式第１号、様式第６号関係） 



３ 対象農場の全体概要 

農  場  名  

所  在  地  

飼養者（管理者）名  畜舎数 棟 

飼養頭羽数 

 

採卵鶏 成 鶏     羽 

育成鶏          羽 

肉用鶏          羽 

その他 家きん 

（        ）         羽 

（        ）         羽 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号の２（第４関係） 

 

誓 約 書 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

令和５年度特定家畜伝染病侵入防止対策（令和５年度高病原性鳥インフルエンザ緊急対策）事業補助金交付

要綱第４の規定に基づく補助金の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金の交付を受けようとする者（法

人その他の団体にあっては代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力団排

除条例第 2 条第 2 号に規定する暴力団、同条第 3 号に規定する暴力団員又は同条第 4 号に規定する暴力団関係

者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。 

また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第１４の規定により補助金の交付の取消しを受けた場合において、

同要綱第１５の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。 

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされること

に同意いたします。 

 

      年    月    日 

 

        住所 

                                    

        氏名                           印 

                                 

＊ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。 

＊ この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。 

 ・ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

 ・ 暴力団員を雇用している者 

 ・ 暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

 ・ 暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 ・ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

 

 

        

                    

                              


